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【全体目標】 （○：改善　△：進展なし　×：後退）

進捗経過 第三次策定時 第四次策定時 現況値 進捗

　項　　目 平成24(2012)年度 平成29(2017)年度 令和元(2019)年度 目標値等 目標年度

1
（平成22年）

84.5
（平成27年）

83.1
（平成29年）

76.5
○ 76.1

2 - - （現在取組中） －
目標年度までに

達成

3 - （現在取組中） （現在取組中） －
目標年度までに

達成

※項目２～３　疾病対策課が実施する調査により実態確認

【個別目標】

　第　１　章　　がん教育とがん予防

現況値 進捗

令和元(2019)年度 目標値等 目標年度

1

2

3

4

5

6

進捗経過 第三次策定時 第四次策定時 現況値 進捗

　項　　目 平成24(2012)年度 平成28(2016)年度 令和元(2019)年度 目標値等 目標年度

2 がん予防推進員の養成※１ 7,175名
8,154名

（平成29年度）
12月に養成講習

会を開催
○ 10,000名 2023年度

3 がん検診推進サポーターの養成※２   266名
6,969名

（平成29年度）
12月に養成研修
会を開催予定

○ 10,000名 2023年度

1 男　性 35.3% 33.5% 25.5%

2 女　性 11.3% 6.6% 4.0%

1 男　性 12.2% 3.5% 0%

2 女　性 3.8% 2.0% 0%

5
未成年の
喫煙率（%）

※４
2023年度

※１　疾病対策課の業務資料（がん予防・検診普及推進事業「がん予防推進員の養成実績」）より
※２　疾病対策課の業務資料（がん検診受診率向上企業連携プロジェクト事業「がん検診推進サポーターの養成実績」）より
※３　 「茨城県総合がん対策推進モニタリング調査」より。目標値は，「健康いばらき２１プラン」に準拠して設定。
※４ 　「茨城県民健康実態調査」より（上表の値は，平成18，22，27年度調査データ）

4
成人の喫煙率

（%）　※３
2023年度

　項　　目
目　標

1

がんのリスクに
関する知識の
　習得割合

喫煙（たばこ（受動喫煙含む）ががんのリスクを上げるこ
との理解）

100 % 2023年度

飲酒（過度の飲酒がががんのリスクを上げることの理
解）

食生活（食塩ががんのリスクを上げることの理解）

身体活動（運動ががんのリスクを下げることの理解）

目　標

７５歳未満のがんによる年齢調整死亡
率の減少（人口１０万人対）

2023年度
がん患者が適切な医療を受けられる
体制の充実

がん患者が尊厳を持って安心して暮ら
せる社会の構築

体形（肥満・やせすぎががんのリスクを上げることの理
解）

感染（ウイルス感染ががんのリスクを上げることの理解）

目　標

茨城県総合がん対策推進計画－第四次計画－の進捗状況

データなし

2019年度実施の

「県政世論調査」

でデータを把握

（12月公表予定）

データなし

2020年度 実施の

「県民健康実態調

査」でデータを把握
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進捗経過 第三次策定時 第四次策定時 現況値 進捗

　項　　目 平成24(2012)年度 平成28(2016)年度 令和元(2019)年度 目標値等 目標年度

1 職場 - -

2 飲食店 - -

3 家庭 - -

4 公共の場 - -

7 禁煙施設の認証数　※５ 4,487件 6,107件
6,653件

(Ｈ31.3月)
○ 9,000件 2023年度

8 １日の野菜摂取量（g）　※６ 281.7 g 282.5 g 350 g 2023年度

1 男性  11.5 g 11.4 g 8.0 g 2023年度

2 女性  10.1 g 9.7 g 7.0 g 2023年度

10 57.9% 64.2% 48.2% 2023年度

1 男性  22.9 % 22.0% 20.3% 2023年度

2 女性  21.1 % 8.0% 7.4% 2023年度

　第　２　章　　がん検診と精度管理

進捗経過 三次計画中間評価時 四次計画策定時 現況値 進捗

　項　　目 平成25(2013)年度 平成28(2016)年度 令和元(2019)年度 目標値等 目標年度

（40～69歳） 39.5% 42.4%

（40歳以上） 36.6% 39.9%

（40～69歳） 44.2% 51.0%

（40歳以上） 40.6% 47.7%

（40～69歳） 36.8% 42.2%

（40歳以上） 33.6% 38.9%

（40～69歳） 44.8% 46.2%

（40歳以上） 34.9% 36.7%

（20～69歳） 41.7% 42.5%

（20歳以上） 34.8% 36.0%

進捗経過 三次計画策定時 四次計画策定時 現況値 進捗

　項　　目 平成24(2012)年度 平成28(2016)年度 平成30(2018)年度 目標値等 目標年度

1 胃がん 83.8% 83.3% 82.5% ×

2 肺がん 85.5% 83.4% 84.2% ○

3 大腸がん 72.0% 72.6% 72.5% △

4 乳がん 82.7% 84.2% 86.1% ○

5 子宮頸がん 88.5% 86.9% 87.5% ○

13
精密検査受診率

※11
90 % 2023年度

※10 　「国民生活基礎調査」（健康票）より　国の検診基準に基づくがん検診受診率
　　：胃がんは，平成22・25・28年値については過去1年，平成34年値（目標値）については過去2年の受診率。
　　　肺，大腸がんは，過去１年の受診率。乳，子宮頚がんは，過去２年の受診率。
　　：対象年齢は，がん対策推進基本計画（平成24年6月）では、上限設定（70歳未満）されたが、過去の県計画目標値との比較のため，上限なしの値も併記している。
　　：「国民生活基礎調査」は毎年実施されているが，がん検診受診率は，３年に１度の大規模調査時のみ調査項目となるため目標値の最終確認は，計画最終年
　　　（平成35年度）ではなく，平成34年の値で行う予定。
※11　疾病対策課の業務資料（各がん種別「がん検診実施年報」より）

大腸がん

4 乳がん

5 子宮頸がん

目　標

目　標

12

が
ん
検
診
受
診
率
※

1 胃がん

50 %

（70歳未満の受診率）
2022年度

2 肺がん

3

9
１日の食塩

摂取量（g）　※７

１日あたりの果物（ジャムを除く）摂取
量100g未満の者の割合（%）　※８

11

生活習慣病のリス
クを高める量を飲
酒している者の割
合（%）※９

※５　健康・地域ケア推進課「茨城県禁煙認証制度」認証施設数より
※６～９　 「茨城県総合がん対策推進モニタリング調査」より。目標値は，「健康いばらき２１プラン」に準拠して設定。
※９　「生活習慣病のリスクを高める飲酒量」とは， 男性では40g，女性では20g以上をいう。

目　標

6

最近受動喫煙の
機会があった人

の割合
（非喫煙者）

0% 2023年度

10

2020年度実施の

「県政世論調査」

でデータを把握

データなし

「国民健康・栄養調

査」等でデータを把

握

現況値なし

2019年実施の「国

民生活基礎調査」

（2020年公表）で

データ把握
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進捗経過 第三次策定時 第四次策定時 現況値 進捗

　項　　目 平成24(2012)年度 平成29(2017)年度 令和元(2019)年度 目標値等 目標年度

14 225機関 202機関
320医療機関

（医療機関の約20％）
2023年度

15
二次保健医療圏：5カ所

（6名）
二次保健医療圏：8カ所

（11名）

二次保健医療圏：7カ所
（11名）

（令和元年10月）
×

各二次保健医療圏に
１名以上

2023年度

16 －
10.4%

（平成27年）
11.2%

（平成29年）
○ 20% 2023年度

17 6/9病院 9/10病院 8/9病院 △
各拠点病院に
１名以上配置

2023年度

1 2/9病院（3名） 4/10病院（7名） 4/9病院（7名） △
各拠点病院に
１名以上配置

2023年度

2 7/9病院（15名） 9/10病院（17名） 8/9病院（15名） △
各拠点病院に
１名以上配置

2023年度

3 - 2/10病院（13名） 3/9病院（14名） ○
各拠点病院に
２名以上配置

2023年度

1 － 7/10病院（22名） 8/9病院（23名） ○
各拠点病院に

2名以上
2023年度

2 － 2/10病院（13名） 3/9病院（14名） ○
各拠点病院に

2名以上
2023年度

3 － 3/10病院（4名） 4/9病院（5名） ○
各拠点病院に

１名以上
2023年度

4 － 5/10病院（6名） 5/9病院（7名） △
各拠点病院に

１名以上
2023年度

5 － 3/10病院（3名） 4/9病院（5名） ○
各拠点病院に

１名以上
2023年度

20 － 2/10病院（7名） 5/9病院（41名） ○
各拠点病院に

1名以上
2023年度

21 － 7/11病院 8/10病院 ○ 各拠点病院等に整備 2023年度

22 － 9/10病院 9/9病院 ○ 各拠点病院に整備 2023年度

23 － 16／17病院 16／17病院 △ 各医療機関に整備 2023年度

がん診療連携拠点病院に特定行為研
修修了看護師の育成・配置

がん診療連携拠点病院等における栄
養サポートチームの整備（加算取得）

がん診療連携拠点病院に医科歯科連
携による口腔管理の提供体制の整備

がん診療連携拠点病院，地域がん診
療病院，県がん指定病院におけるが
ん患者リハビリテーション体制の整備
（加算取得）

※12　医療機能・連携調査（平成24年12月調査及び平成29年12月調査）から集計。平成24年度値及び現況値は次のとおり推計
　　　　「がん患者への在宅医療を提供している」と回答した医療機関数／調査に回答した医療機関数×調査対象の医療機関数
　　　 なお，目標値については，本来がん患者が希望に応じて在宅でも療養生活を送ることができる体制の整備であることから，単純に医療機関数を目標値として
  　　 設定することは適当ではないが，がん患者の利便性を向上させる意味から，当面，全医療機関の20％の値を目標値とする。

※13　平成27年人口動態調査の都道府県別の死因から集計
　　　「在宅等でのがんによる死亡者数」／「がんによる死亡者数」
　　　・「在宅等でのがんによる死亡者数」は，人口動態調査の都道府県別の死因「悪性新生物」の在宅等(介護老人保健施設，自宅、老人ホーム)での死亡者数
　　　・「がんによる死亡者数」とは，人口動態調査の都道府県別の死因「悪性新生物」の全死亡者数
　　　・目標値については，平成28年度茨城県総合がん対策推進モニタリング調査において，「末期がんの療養生活の最期の送り方の希望」の質問について，
　　　　「自宅で最期まで療養したい」と回答した方が概ね2割であったため，20％とする。

19

がん診療連携拠点病院にがんに係る5分野の認定看護師の育成・配置

緩和ケア認定看護師

がん化学療法看護認定看護
師

がん性疼痛看護認定看護師

乳がん看護認定看護師

がん放射線療法看護認定看
護師

目　標

がん患者に在宅医療を提供している
医療機関数　　※12

訪問看護認定看護師の育成

がん患者の在宅死亡割合　※13

がん診療連携拠点病院に放射線療法に
携わる専門的な知識及び技能を有する専
任の医学物理士の配置

18

がん診療連携拠点病院に化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する医療従事者の配置

医師
日本臨床腫瘍学会
がん薬物療法専門医

薬剤師
がん薬物療法認定薬剤師

看護師
がん化学療法看護認定看護
師

　第　３　章－Ⅰ　　がん医療体制の整備

次回実施予定の医療機

能・連携調査により把握

3
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　第　３　章－Ⅱ　緩和ケアの推進

進捗経過 第三次策定時 第四次策定時 現況値 進捗

　項　　目 平成24(2012)年度 平成29(2017)年度 令和元(2019)年度 目標値等 目標年度

茨城県緩和ケア研修会受講

－ 80.9% 81.8% ○ 90％以上 2023年度

－
1,697人
（161人）

1,926
（166人）

○
2,300人
（400人）

2023年度

25 － なし なし △ 年１回以上開催 2023年度

がん診療連携拠点病院，地域がん診療病院及び県がん診療指定病院における緩和ケアチームの人員体制（1名以上/病院配置）

1
13/16病院（14名）
（H24.9月末現在）

13/17病院（14名） 13/17病院（16名） △

2
12/16病院（24名）
（H24.9月末現在）

16/17病院（32名） 16/17病院（22名） △

3
0/16病院（0名）

（H24.9月末現在）
6/17病院（6名） 8/17病院（8名） ○

27
0/4病院

（H24.9月末現在）
2/4病院 2/4病院 △ 4病院 2023年度

28 － 0/7病院 1/6病院 ○ 7病院 2023年度

29 － - 7/10病院 ○ 11病院 2023年度

職種や技術等に応じた段階的な教育プログラムでの研修会の開催

1 － 年1回以上開催 年1回以上開催 ○ 年１回以上開催

2 － 年1回以上開催 年1回以上開催 ○ 年１回以上開催

3 － 年1回以上開催 年1回以上開催 ○ 年１回以上開催

　第　３　章－Ⅲ　生活支援体制の整備

進捗経過 第三次策定時 第四次策定時 現況値 進捗

　項　　目 平成24(2012)年度 平成29(2017)年度 令和元(2019)年度 目標値等 目標年度

31 － 11箇所 14箇所 ○
各がん診療連携拠点病院・
地域がん診療病院・茨城県
がん診療指定病院に設置

2023年度

32 －
7/11病院

（8名）
6/10病院

（7名）
△

各がん診療連携拠点のがん
相談支援センターに１名ず

つ配置
2023年度

　第　４　章　　がん登録とがん研究

進捗経過 第三次策定時 第四次策定時 現況値 進捗

　項　　目 平成24(2012)年度 平成29(2017)年度 令和元(2019)年度 目標値等 目標年度

33 17/29病院 19/29病院 19/25病院 △ 28※15 2023年度

34 － 13/17病院 14/17病院 ○ 17病院 2023年度

35 －
6.2％※17

（H25）
3.2％※18

（H28）
○

3.0％以下
（H33）

2023年度

※14　厚生労働省が定めた標準登録様式に基づく院内がん登録を実施していること
※15　地域がん診療病院である小山記念病院（一般病床200床未満）を含む（平成30年3月末現在）
※16　国立研究開発法人国立がん研究センターがん対策情報センター主催
※17　平成28年度集計の地域がん登録平成25年罹患集計の数値
※18　全国がん登録2016年罹患集計の数値

24

すべてのがん診療連携拠点病院，地域が
ん診療病院，茨城県がん診療指定病院に
おいて患者サロンを設置

国立がん研究センターが実施する「相談
支援センター相談員指導員研修会」を受
講した相談員をがん診療連携拠点病院の
がん相談支援センターに１名ずつ配置

目　標

標準登録様式による院内がん登録
を実施している医療機関数※14

がん診療連携拠点病院，地域がん診療
病院及びがん診療指定病院において院
内がん登録実務中級認定者※16を1名
以上配置

全国がん登録における茨城県の
DCO(%)
（罹患集計年）

30

医師会

2023年度看護協会

薬剤師会

目　標

2023年度
緩和ケア認定看護師また
はがん性疼痛看護認定看
護師

緩和薬物療法認定薬剤師

地域がんセンターに緩和ケアセンター
を整備

地域がんセンター以外のがん診療連携拠
点病院等に緩和ケアセンター又は同様の
機能を担う体制を整備

がん診療連携拠点病院等による地域緩和
ケア連携に関する協議会（地域緩和ケア
連携協議会（仮称））等を年1回以上開催

がん診療連携拠点病院等の
「がん診療において，がん患
者の主治医や担当医となる
者」の受講率

がん診療に携わる医師受講
者数（うち，診療所勤務医受
講者数）

茨城県緩和ケア研修会フォローアップ
研修会の開催

26

精神症状の緩和に携わる専
門的知識，技能を有する医師
（常勤，非常勤を問わない）

各がん診療連携拠点病
院・地域がん診療病院・茨
城県がん診療指定病院に

設置

目　標

4
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令和元年度がん対策関係予算一覧 （単位：千円）

歳出 一財

1
がん予防・検診普及推進
事業費【継続】※国補1/2

がん予防推進員の養成等
【事業内容】がん予防推進員養成講習会 年2回　等

 1,280  640

2
がん教育総合支援事業費
【継続】

教育現場におけるがん教育の推進（保健体育課）
【事業内容】がん教育講演会の開催，
　　　　　　啓発教材の作成等

 1,271  432

3
がん予防・検診推進対策
事業費【継続】

がん検診の普及啓発，受診率向上のための体制整備
【事業内容】がん検診強化月間の推進(10月)，
　　　　　　がん検診推進協議会の運営等
　　　　　　企業向けセミナーの開催(検診・就労支援等)

 7,989  7,989

4
がん検診精度管理対策
事業費【継続】

精密検査者の受診状況や受診結果の把握等
【委託先】（公財）茨城県総合健診協会等

 14,879  14,879

5
がん検診受診率向上対策
事業費【継続・一部新規】

市町村及び企業におけるがん検診受診率向上の
取組に対する補助
【対象】市町村，企業連携プロジェクト締結企業等

 32,170  32,164

6
地域がんセンター運営費
【継続】

地域がんセンターの病理医等の人件費の助成
【対象】日製日立総合病院，土浦協同病院，
　　　　筑波メディカルセンター病院

 42,000  42,000

7
がん診療連携拠点病院機能
強化事業費【継続】
※国補1/2

がん診療連携拠点病院等が実施する研修事業等の助成
【対象】地域がん診療連携拠点病院(7ヶ所）
　　　　地域がん診療病院（1ヶ所）

 92,000  46,000

8
がん診療機器整備促進
事業費【継続】
※医療介護基金

がん診療連携拠点病院等におけるがん診療機器の購入に
対する補助（患者に優しい低侵襲な医療機器を優先）
【補助内容】補助額：11,000千円 補助率：1/3

 44,000 - 

9
地域医療遠隔支援・人材
育成事業費【継続】
※医療機関からの負担金

放射線治療にかかるテレビ会議システムの保守委託
【参加機関】17医療機関

 5,600 - 

11
全国がん登録事業費
【継続】

がん登録等の推進に関する法律に基づく
全国がん登録事業の実施
【内容】がん罹患・死亡情報の登録（年間約6万件）

 12,183  12,159

12
がん臨床研究促進費
【継続】

医療従事者の育成及び一般県民への知識普及
【内容】茨城がん学会の開催（年1回）

 1,356  1,356

13
がん専門医療従事者育成
推進事業費【継続】

看護師及び薬剤師のがんに係る専門資格取得に
要する費用の助成
【補助内容】補助限度額：500千円/人　補助率：1/2

 6,500  6,500

15

いばらきがん患者トータル
サポート事業費
【継続・拡充】
※医療介護基金，がん基金

いばらき みんなのがん相談室の設置
ウィッグ,乳房補整具,介護用品購入費等の補助
補助率：1/2　補助限度額：20千円
【委託先】（公社）茨城県看護協会

 24,801  7,244

16
がん先進医療費利子補給金
助成事業費【継続】

がん先進医療治療費にかかる借入金の利子補給
【事業内容】借入上限3,000千円　年利6％

 1,316  1,316

17
企画提案型がん対策推進
事業費【継続】

民間団体が実施する患者支援の取組に対する助成
【事業内容】補助額：300千円等（定額補助）

 2,100  2,100

19
がん患者家族療養生活支援
事業費【新規】

医療機関等でがん患者のデイケアや一時預かりを実施
（デイケア：補助，一時預かり：委託）
【補助内容】補助額：500千円 補助率：1/2　6ヶ所
【委託先】県内の医療機関1ヶ所

3,000 3,000

20
がん対策推進費
【継続】

県総合がん対策推進会議の運営等
【事業内容】第四次がん対策推進計画の進捗管理

 349  349

21
がん対策基金積立金
【継続】

県がん対策基金の運用による利子収入
【内容】基金原資：30億円　運用利率：0.2％

 6,000 - 

298,794 178,128

R1当初予算

合　　計

No.
　　　がん検診推進条例における
　　　基本的施策

事業名 主な内容

Ⅰ がん予防の推進
・がんに関する正しい知識の
　普及啓発
・がん教育の推進（児童生徒等）
・女性特有のがん予防推進

Ⅱ がん検診の推進
・検診受診率目標「50%」
　の設定
・検診受診推進強化月間の設定
・検診推進のための協議の場
　の設定

Ⅲ がん医療の充実
・がん診療連携拠点病院等
　における高度で専門的な
　がん医療の推進及び機能強化
・専門的知識を有する医療
　従事者の育成

Ⅳ がん患者とその家族に
　 対する支援
・がんに関する総合的な情報
　の提供
・がんに関する相談支援体制
　の整備促進
・がん患者等の交流の場，がん
　患者の心身機能維持回復や
　日常生活の自立援助のための
　場等

Ⅴ その他
・がん対策推進体制の整備
・がん対策のための基金の設置

資 料 ２
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茨城県総合がん対策推進計画－第四次計画－中間評価の進め方について

県総合がん対策推進会議

計画の各分野の

専門家を参考人

県

民

県(

疾
病
対
策
課
・
関
係
部
署)

資料３

評価(案)の
提示等

評価(案)の
提 言

中間評価
の

○ 開催回数：２回（８月，２月を予定）
○ 参 考 人：３名程度（がん予防，がん検診，医療提供体制，患者支援の分野を想定）

※県総合がん対策推進会議設置要綱を改正予定
５条３項に以下の文言を追加
「推進会議は必要に応じ，参考人を招聘し意見を聴取することができる。」

意
見

聴
取

-
 7

 -
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評価についての考え方 

 
○「取り組むべき対策」と「施策の目標」について，それぞれ下記の a～ｄの区分により評価する。 

 

各個別目標の評価方法 

区 

分 
「取り組むべき対策」の評価の基準 

「施策の目標」の 

評価の基準 
基準点数 

a 
順調に実施できており，継続して実施する。 

または，目標達成したもの。 

目標値に対して， 

概ね 80%以上の実績 
3 

b 概ね順調だが,更なる取り組みの充実が必要。 概ね 50%～80%未満 2 

c 
十分ではないが実施した。 

特に力を入れて取り組む必要がある。 
概ね 20%～50%未満 1 

d 
不十分。期待された成果が上がっていない。計画目標 

または実施方法の見直し，方針転換，延期等を要する。 
概ね 20%未満 0 

 

○各章の各項目の評価について，各々の「取り組むべき対策」と「施策の目標」を a～ｄの区分毎に

上記「各個別目標の評価方法」の基準点数に基づいて点数化した平均値の達成割合に対し，下記の

分類により評価する。 

区 

分 
評価の内容 達成割合 基準点数 

A 順調，現行どおり継続して取り組む。 80%以上 3 

B 
概ね順調だが，目標達成に向けさらに事業の推進を図る

必要がある。 
50%～80%未満 2 

C 
十分ではないが実施した。特に力を入れて取り組む必要

がある。 
20%～50%未満 1 

D 
不十分。期待された成果が上がっていない。計画目標 

または実施方法の見直し，方針転換，延期等を要する。 
20%未満 0 

 

○各章の評価について，各章における各項目をＡ～Ｄの区分毎に上記「各章の各項目の評価方法」の

基準点数に基づいて点数化した平均値の達成割合に対し，下記の分類により総合評価を行う。 

区分 評価の内容 達成割合 

順調 現行どおり継続して取り組む。 80%以上 

概ね順調 目標達成に向けさらに事業の推進を図る必要

がある。 
50%～80%未満 

更なる取組の推進を要する 目標に対し，実績期待された成果が不十分で，

相当な取り組みの推進を要する。 
20%～50%未満 

見直しを要する 施策や方針の見直しを要する。 20%未満 

 

資料４ 
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章ごとの取り組むべき対策・施策の目標数内訳 

 

 

章 
取り組む

べき対策 

施策の 

目標数 

第１章 がん教育とがん予防  

23 

１ がんに関する正しい知識の普及 4 

２ がん予防対策の推進 4 

３ 生活習慣の実態把握と計画の評価  

小計 8 

第２章 がん検診と精度管理  

10 
１ 検診受診率の向上 2 

２ 検診精度の向上 3 

小計 5 

第３章 がん医療提供体制と生活支援  

16 

Ⅰ がん医療提供体制の整備  

１ がん医療連携体制の構築  

（１）がんの専門的な診療体制の整備 1 

（２）がんゲノム医療体制の整備 1 

（３）病理診断体制の整備 1 

（４）小児がん・希少がん医療の提供体制の整備 1 

（５）ＡＹＡ世代のがん，高齢者のがん，難治性がんへの対応 3 

（６）在宅療養支援体制の整備 1 

（７）地域におけるがんの医療連携体制 1 

２ がん治療体制の充実とチーム医療の推進  

（１）手術療法・放射線療法・化学療法・免疫療法の治療体制の充実 1 

（２）チーム医療，がんのリハビリテーション，支持療法の推進 1 

小計 11 

Ⅱ がんと診断された時からの緩和ケアの推進  

12 
 １ 基本的緩和ケアの推進 3 

 ２ 専門的緩和ケアの推進 5 

小計 8 

Ⅲ 生活支援体制の整備  

2 

１ がんに関する相談支援体制の整備 3 

２ がん患者の離職防止や再就職のための就労支援体制の整備 2 

３ 生活者の視点に立った支援体制の整備 3 

小計 8 
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第４章 がん登録とがん研究  

3 

１ 院内がん登録の推進 2 

２ 全国がん登録の精度向上 1 

３ がん登録情報の活用 2 

Ⅱ 臨床研究・茨城がん学会の推進 2 

小計 7 

合計 47 66 
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がん診療連携拠点病院等の指定状況について 

 

１ がん診療連携拠点病院等の指定状況と経過措置内容 

保健医療圏 区 分 病 院 名 指定期間 未充足 

水 戸 県拠点 茨城県立中央病院 １年 あり 

地域拠点 

独立行政法人 

国立病院機構水戸医療センタ

ー 

１年 あり 

日 立 
〃 

株式会社日立製作所 

日立総合病院 
１年 あり 

常陸太田・ひたちなか 
〃 

株式会社日立製作所 

ひたちなか総合病院 
４年 なし 

鹿 行 
地域診療 

医療法人社団善仁会 

小山記念病院 
１年 あり 

土 浦 地域拠点 総合病院土浦協同病院 １年 あり 

つ く ば 
〃 

国立大学法人筑波大学附属病

院  
１年 あり 

〃 筑波メディカルセンター病院 ４年 なし 

取手・竜ヶ崎 
〃 東京医科大学茨城医療センタ

ー 
１年 あり 

古河・坂東 〃 友愛記念病院 １年 あり 

 ※「区分」欄 

「県拠点」 ：「都道府県がん診療連携拠点病院」（都道府県の中心的な役割） 

  「地域拠点」：「地域がん診療連携拠点病院」（二次保健医療圏におけるがん診療の中心的な役割） 

  「地域診療」：「地域がん診療病院」（地域がん診療連携拠点病院が未整備の医療圏において，一定の 

がん診療を担う役割） 

 

 

 

（参考）茨城県がん診療指定病院（国指定に準じるものとして県が指定する病院） 

保健医療圏 病 院 名 

水 戸 水戸済生会総合病院 

水戸赤十字病院 

総合病院水戸協同病院 

常陸太田・ひたちなか 独立行政法人国立病院機構茨城東病院 

土 浦 独立行政法人国立病院機構霞ヶ浦医療センター 

取手・竜ヶ崎 JA とりで総合医療センター 

古河・坂東 茨城西南医療センター病院※ 

  ※「茨城西南医療センター病院」については，がん診療連携拠点病院等の指定推薦要件を 

満たさなかったため，指定推薦を行わず，県のがん診療指定病院に変更。 

 

資料５ 
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経過措置対象病院の未充足要件対応状況について 
 

区分 病院名 未充足要件 対応状況 

都道府県 茨城県立中央病院 ①院内がん登録の実務を担う中級認定者の配置 

②医療安全管理者の研修受講（薬剤師） 

①R1.8.1 配置済み 

②R1.8.31 修了 

地域拠点 国立病院機構 

水戸医療センター 

①専任の放射線診断に携わる常勤医師 

②専従の放射線治療に携わる常勤医師 

③医療安全管理者の研修受講（医師，薬剤師） 

①H31.4.1 配置済み 

②R1.10.1 採用済み 

③医 師：R2.2.15 修了予定 

薬剤師：R1.9.13 修了 

〃 株式会社日立製作所 

日立総合病院 

①緩和ケアチームの精神症状の緩和に 

携わる常勤医師 

①H31.4.1 配置済み 

〃 総合病院土浦協同病院 ①医療安全管理者の研修受講（医師，薬剤師） 

②緩和ケアチームの精神症状の緩和に携わる 

常勤医師 

①医 師：H30.12.1 修了 

薬剤師：R2.2.15 修了予定 

②H31.4.1 配置済み 

〃 筑波大学附属病院 ①医療安全管理者の研修受講（薬剤師） ①R1.8.25 修了 

〃 東京医科大学 

茨城医療センター 

①専従の薬物療法に携わる常勤医師 

②院内がん登録の実務を担う中級認定者の配置 

③医療安全管理者の研修受講（薬剤師） 

①H31.1.1 配置済み 

②R1.8.1 配置済み 

③R2.2.21 修了予定 

〃 友愛記念病院 ①医療安全管理者の研修受講（薬剤師） ①R1.8.31 修了 

地域がん診療 医療法人社団善仁会 

小山記念病院 

①医療安全管理者の研修受講（医師，薬剤師） ①医 師：R1.11.3 修了予定 

薬剤師：R1.9.16 修了 

 ※ひたちなか総合病院と筑波メディカルセンター病院は，要件を充足していることから経過措置なし。 
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年間の
院内が
ん登録
数500件

以上

年間の悪
性腫瘍手
術件数400

件以上

年間のがん
に係る薬物
療法のべ患
者数1000人

以上

年間の放射
線治療のべ
患者数200人

以上

年間の緩和
ケアチーム
新規介入患
者数50人以

上

4,444 40.1 1,858 1,018 2,123 614 422

4,498 40.0 1,741 1,244 2,029 569 276

3,553 38.1 1,331 718 1,448 251 66

3,562 37.1 1,280 787 1,313 261 57

2,342 24.4 1,541 1,254 1,781 341 131

2,500 25.2 1,600 1,011 1,670 323 218

1,654 25.1 652 411 1,175 202 51

1,654 26.0 712 439 1,215 235 18

3,477 18.1 1,807 1,308 1,649 398 515

3,422 17.8 1,616 751 1,571 425 274

6,855 35.6 3,041 1,605 4,216 773 615

5,417 27.8 3,042 1,561 4,522 779 580

2,318 20.8 1,019 676 1,130 495 201

2,283 20.7 1,320 620 1,008 487 223

1,790 20.5 763 460 1,129 234 60

1,932 21.6 956 484 1,104 249 59

1,313 19.1 678 464 1,018 213 101

1,374 19.5 680 472 1,019 210 132

1,227 20.5 1,018 316 233 0 77

602 10.5 585 310 189 0 92

茨城県がん診療連携拠点病院・地域がん診療病院の指定要件の充足状況（令和元年９月１日現在）

が
ん
診
療
連
携
拠
点
病
院
o
r

地
域
が
ん
診
療
病
院

保健
医療圏

病院名
一般
病床
数

上段：
H30.1.1～
H30.12.31

下段：
H29.1.1～
H29.12.31

上段：
H30.1.1～
H30.12.31

下段：
H29.1.1～
H29.12.31

上段：
H30.1.1～
H30.12.31

下段：
H29.1.1～
H29.12.31

薬
物
療
法
に
携
わ
る
専
従
か
つ
常
勤
の

医
師

緩
和
ケ
ア
チ
ー
ム
に

、
身
体
症
状
の
緩

和
に
携
わ
る
専
任
の
か
つ
常
勤
の
医
師

緩
和
ケ
ア
チ
ー
ム
に

、
精
神
症
状
の
緩

和
に
携
わ
る
常
勤
の
医
師

病
理
診
断
に
携
わ
る
専
従
か
つ
常
勤
の

医
師上段：

H30.1.1～
H30.12.31

下段：
H29.1.1～
H29.12.31

上段：H30.1.1～
H30.12.31

下段：H29.1.1～
H29.12.31

上段：H30.1.1～
H30.12.31

下段：H29.1.1～
H29.12.31

上段：H30.1.1
～H30.12.31
H30.12.31

下段：H29.1.1
～

H29.12.31

当該2次
医療圏に
居住する
がん患者
の診療の

割合

手
術
療
法
の
常
勤
医
師

都
道
府
県
o
r

地
域

備
考

推
薦
方
針

年間新入
院がん患

者数

年間新入
院患者数
に占める
がん患者
の割合
（％）

診療実績Ａ

2割程度
の診療実

績Ｂ

細
胞
診
断
に
携
わ
る
専
任
の
臨
床
検
査

技
師

相
談
支
援
に
携
わ
る
国
立
が
ん
研
究
セ

ン
タ
ー
に
よ
る
研
修

（
３

）
ま
で
を
修

了
し
た
専
従
か
つ
専
任
の
者
を
そ
れ
ぞ

れ
１
人
以
上

院
内
が
ん
登
録
の
実
務
を
担
う
国
立
が

ん
研
究
セ
ン
タ
ー
に
よ
る
中
級
認
定
者

の
認
定
を
受
け
た
専
従
の
者

医
療
安
全
対
策
に
係
る
研
修
会
を
受
講

し
た
医
療
安
全
管
理
者

（
常
勤
医
師
，

専
任
か
つ
常
勤
薬
剤
師
，
専
従
か
つ
常

勤
看
護
師

）

緩
和
ケ
ア
セ
ン
タ
ー
の
整
備

薬
物
療
法
部
門
の
長
に

、
専
任
か
つ
常

勤
で

、
が
ん
薬
物
療
法
の
専
門
資
格
を

有
す
る
医
師

放
射
線
治
療
に
携
わ
る
専
従
か
つ
常
勤

の
診
療
放
射
線
技
師

放
射
線
治
療
機
器
に
携
わ
る
技
術
者

放
射
線
治
療
室
に
専
任
か
つ
常
勤
看
護

師 外
来
薬
物
療
法
に
携
わ
る
専
任
か
つ
常

勤
の
看
護
師

緩
和
ケ
ア
チ
ー
ム
に
携
わ
る
専
従
か
つ

常
勤
で

、
専
門
資
格
を
有
す
る
看
護
師

薬
物
療
法
に
携
わ
る
専
任
か
つ
常
勤
の

薬
剤
師

放
射
線
診
断
に
携
わ
る
専
任
か
つ
常
勤

の
医
師

放
射
線
治
療
に
携
わ
る
専
従
か
つ
常
勤

の
医
師

薬物療法部門の長はがん薬
物療法専門医ではなく，日本
臨床腫瘍学会暫定指導医で
ある。

○○ ○ ○ ○ ○ ○全県
県立中央
病院

475 26.3 ○ ○ ○ ○1
拠
点
県 ○ ○ △○ ○ ○ ○ ○ ○

※1 10/1付けで配置済み
※2 R2.2.15修了予定（医師）
　　 R1.9.13修了（薬剤師）

○○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○ ○ ○ ○

3
拠
点
地域 日立

（株）日
立製作所
日立総合
病院

×
※2

500 22.9 ○ ○
△
※1

○2
拠
点
地域 水戸

国立病院
機構水戸
医療セン
ター

○ ○ ○ ○ ○ ○651 40.7 ○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○
常陸太
田・ひた
ちなか

（株）日立
製作所ひた
ちなか総合
病院

5
拠
点
地域 土浦

総合病院
土浦協同
病院

○○ ○ ○ ○ ○ ○302 40.1 ○ ○ ○ ○4
拠
点
地域

○ ○ ○ ○ ○ ○800 37.2 ○ ○ ○ ○
×
※

※R2.2.15修了予定（薬剤師） ○○ ○ ○ ○ ○ ○

6
拠
点
地域

つくば

筑波大学
附属病院

7
拠
点
地域

高度型で推薦 ○○ ○ ○ ○ ○ ○

○

筑波メ
ディカル
センター
病院

450 20.3 ○ ○ ○

○ ○○ ○ ○ ○ ○ ○759 37.8 ○ ○ ○ ○

8
拠
点
地域
取手・
竜ヶ崎

東京医科
大学茨城
医療セン
ター

501 13.4 ○ ○○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

※R2.2.21修了予定（薬剤師） ○

9
拠
点
地域
古河・坂
東
友愛記念
病院

325

○ ○ ○
×
※

○ ○ ○ ○ ○

○○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○ ○ ○ ○39.1 ○

10

地
域
が
ん

－ 鹿行

医療法人
社団善仁
会小山記
念病院

○ 非常勤 ― ― ― ―194 49.1 ○ ― 連携 専任
×
※

※R1.9.16修了（薬剤師）
　 R1.11.3修了予定（医師）

○○ ○ ○ ○ ○ ○参 考 情 報
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がん診療連携拠点病院等 新規指定推薦書・指定更新推薦書・現況報告書の記載に係る Q＆A（抜粋） 

 
質問 回答 

○平成 30 年度の指定において 1年間の経過措置となっ

ている項目について、いつまでに充足すればよいか。 

○原則として令和元年 9月 1日時点で充足している必要がある。 

○平成 31 年 4 月 1 日から 1年間指定の病院で、令和元年

9月 1日時点で指定要件を満たさない場合、文書を提出

する必要があると思うが、様式や記載内容の指定はあ

るか。またこの文書はがん診療連携拠点病院等から厚

生労働大臣宛の文書ということでよいか。 

○提出様式の指定はありません。指定要件を満たさない旨と、今後の対応に

ついて記載してください。また、この文書についてはがん診療連携拠点病

院等から厚生労働大臣宛に提出する文書になりますが、都道府県がとりま

とめて、推薦書と同時に提出してください。 

○上記の病院について、都道府県は指定更新推薦書を出

す必要があるか。 

 

○次年度以降も指定更新を希望する場合は、整備指針Ⅷ３（４）にある通り、

推薦意見書を添付した上で、指定更新推薦書を提出していただく必要があ

ります。 

○令和元年 9 月 1 日時点で指定要件を満たさない場合、

指定更新推薦等の手続きについてはどう対応すれば良

いか。 

○次年度以降も指定の更新を推薦される場合は、推薦意見書を添付の上、指

定更新推薦書を提出してください。ただし、指定要件を満たしていない病

院について、都道府県として指定推薦をする判断に至った理由を推薦意見

書に記載して、推薦してください。なお、現況報告書の提出のみで都道府

県からの推薦がない場合には、指定検討会で議論いたしませんので、指定

をすることができません。また、特例型への推薦は認めておりません。 

○平成 31 年 4 月 1 日から 1年間指定の拠点病院が、経過

措置項目を満たせない場合、拠点病院の指定継続は認

められないか。 

○指定更新の可否については、特例型への類型変更も含めて、指定の検討会

の議論による。 
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